
平成 16年度国民医療費によれば，全額自
費の診療費用は全体の 1.2％にすぎない1）．
しかし，診療報酬（医科本体部）は，平成 14

年度－1.3％，平成 18年度－1.5％と下げら
れており，医療機関の経営は逼迫している．
平成 17年，公立病院の 68.7％が赤字であ
る2）．また，平成 19年，民間医療機関でも損
益分岐点が 95％にまで迫っており3），あと
5％の収入の低下で赤字に転落する状況にあ
る．
全額自費の比率は，昭和 59年度の 2％か
ら平成 16年度の 1.2％へと，過去 20年間で
40％低下している1）．平成 14年度に診療報
酬の本体部が下げられたが，経営が悪化して
も保険診療から自費診療へのシフトは生じて
いない．特定療養制度が昭和 59年に導入さ

れ，その後適用の範囲が広がってきたことも
関係あるのか，全額自費で行われた診療が国
民医療費に占める比率は，むしろ 20年間で
下がっている．
経営の逼迫したなかで保険診療を堅持して
いる医療機関を国民は評価すべきである．し
かし，継続性のある医療を提供するには健全
な経営が不可欠である．今後，診療報酬が下
げられた場合，医療機関が自由診療にシフト
していく可能性も否定はできないだろう．
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